
第 7章 啓蒙 と相互研修の間一工学部 FDプロジェク トの意義-

田中毎実

7.1 はじめに一工学部プロジェク トの位置-

今回の工学部ディベー ト型 FD企画については､私は､工業化学科､地球工学科､物理

工学科の3つに参加することができたが､いずれの場合にも､高等教育の研究者 として得

難い貴重な体験であった｡この体験の意味を繰 り返し反勿しているが､あの体験の豊かさ

に言葉がうまく到達できないもどかしさがあるD 本稿では､この体験の全体について遺漏

なく考えることはひとまずは断念 して､このユニークな企画が我が国の今 日の FD事業展

開のうちでもつ一般的意義だけに限定して､若干の議論を展開しておきたいO

工学部のこの企画には､幾っか意図がこめられているOこの点､詳 しくは第 1章および

第 2章を参照されたい｡このプロジェク トの客観的な意義を明らかにしようとする私たち

の議論に必要な点だけに限って､意図をまとめるとすれば､以下のようになるであろうO

まず第 1に､大学における教育アンケー ト調査は今 日ではすでに広く実施されてお り､

その結果をまとめる報告書も､かなり数多く刊行されている｡ しかし､これらの (多くの

場合不必要なまでに浩瀞な)調査報告書が関係者たちによって自分たちの問題 として広く

読まれているとは､とても思われない｡ ここで大切なことは､せっかくの調査結果を､関

係者たちに広く自分の問題 として受けとめていただくための手だてを案出することである｡

教育アンケー ト調査の結果を前提にして教官側 と学生側の役割演技によってディベー トを

実施するという工学部のこの企画は､調査結果を広く自分たちの問題 として受けとめるた

めのきわめて巧妙な装置であるといえよう｡

次いで第 2に､FD 活動の準義務化以来､全国のとくに国立大学では､急速にさまざま

なのFD企画が実施されている｡この流れのなかで､FD企画の ｢伝達講習/制度化｣型 (本

稿で後に用いる言葉で言えば ｢第 Ⅰ類型｣)から ｢相互研修/自己組織化｣型 (本稿の言葉

で言えば ｢第Ⅲ類型｣)-の移行がなされている｡しかし後に詳しく議論するように､第 Ⅰ

類型が組織化は容易であるが効果が浅いのに対して､第Ⅲ類型は効果は深いが非効率で組

織化困難である｡工学部のこの企画は､一律に実施されたアンケー ト結果を関係者を組織

的に動員して広く自分たちの問題 として受けとめさせるための装置であるから､効果の点

でも組織化の点でも､第 Ⅰ類型 と第Ⅲ類型の間を狙っているように見える｡

あらかじめこのような2つの意図があり､しかもこれが見事に達成されているという点

に､この企画のユニークさがある｡以下では､この企画のユニークさについての議論をも

う少し突っ込んで展開することにしよう｡ そのためにはまず､｢FD とは何か｣ という一般

的な (しかし幾分不毛な)問いから始めなければならないO
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7.2 `̀FD''という語の使用と定義

FDを､どのように規定するか｡これについては以前､拙稿(注 1)でさまざまな面からあ

れこれと考えてみたが､かならず Lも明確な規定には達しなかった｡この考察と幾分重複

するが､ここではまず､現時点で了解可能な諸点について､大雑把に記述しておこう｡

これまでのFD講演会ではしばしば､｢これはフロッピー ･ディスクのことではない｣と

いう冗談が枕にされたoLかしこの種の冗談は､FD とい う言葉の使用が 日常化されると

ともに､すっかり衝撃力を失い､衰弱した常套句に堕してしまった｡しかしそれでも､FD

という語には､今 日にいたってもなお幾分かは､<大学の日常性-聞入してきたわけの分

からない外来語>というニュアンスがたしかに残存している｡FD について考える場合に

は､この言葉のもっ日常性 と疎遠さという矛盾したニュアンスを見失ってはならないo

FD 概念が組織的に輸入された端緒はおそらく､大学セミナーハウスにおける大学教員

懇談会である｡これよりもはるかに遅れて､教育行政レベルでは､大学審議会答申 ｢大学

教育の改善について｣ (平成 3年)での FD概念使用を受けて､『平成 7年度 我が国の文

教施策 (新 しい大学像を求めて一進む高等教育の改革)』で､詳細で具体的な規定がなされ

たoLかし､この両者においてすでに､FD の規定は､はっきりと食い違っているO大学

教員懇談会が､｢大学教員集団を対象とする組織ぐるみの活動であって､大学教員集団の能

力を引き出し｣､｢それによって大学の教育 ･研究の質の維持 ･向上を図ろうとする活動｣

と規定したのに対して､『文教施策』は､｢教員が授業内容 ･方法を改善し､向上させるた

めの組織的な取り組みの総称｣ と規定している｡開発されるべき能力を､前者が r教育 ･

研究｣にかかわる組織的能力としているのに対して､後者はもっぱら ｢授業｣にかかわる

組織的能力に限定しているのである｡

このような食い違いは､両者だけにとどまらず､論者によってもっと多様な仕方で兄い

だされるが､総じて言えば､｢教授内容の ･方法の改善 ･向上の取 り組み｣(大学審議会)

とする限定的な理解の方が､むしろきわめて稀である｡ある人は､｢特定領域における学術

研究活動､教室における教授活動から､個人の経時的な専門的なキャリアの管理にまでわ

たる｣(Mathis,B.C.)と規定し､さらに別の人は､｢人間としての､専門職 としての､学術コ

ミユニティの一員 としての全体的な成長｣(SouthernRegionalEducationBoard)と規定する.

もっと包括的な規定もあるO狭義には ｢教師及び学者 としての能力の改善｣であるが､｢ア

メリカでは｣広義に ｢教員開発､授業開発､カリキュラム開発､組織開発の4つのアプロ

ーチを含むプログラムの企画 ･実施｣がめざされる (関正夫) というのである｡ 最後の関

の包括的規定は､FD の包括的なレビューがなされている HKeyResourcesOnTeaching,

Leaning,Curriculum,andFacultyDevelopment.'の全体的構成に類似 しているOこの構成をあ

えて図示すれば､以下のようになる｡

この図には､狭義の FD が､学生の発達やカリキュラムの展開､さらには職能成長､教

師としての成長､個人としての成長､組織 としての成長などと密接に結びっいていること

が示されている｡FD はこのような全体的文脈のうちに編み込まれているのである｡この

考え方は､関の議論をもっと包括的かつダイナミックに受け継 ぐものであるといえよう｡
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図 1 FDを編み込む文脈の全体
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しかし､この種の全体的な理解は､大学教育の日常的な組織的実践においては､必ず しも

共有されていないO試みに､"Faculty DevelopmentHという語を､インターネッ トの検索に

かけてみよう｡たちまち数百件が検出されてくるが､それらはおおよそすべて､もっぱら

大学の業務紹介のなかで､狭義の教育改善のための組織や制度 との関連で､記述されてい

るにすぎないのであるo FD の (教育改善に限定されない)全体的理解は､大学の日常性

において組織的に共有されているのではなく､む しろ組織的実践についての理論的反省に

よって､いわば ｢二次的に｣得られるものであるにすぎないといえよう｡

もっとも､FD を組織的教育改善の努力 と狭 く理解する場合にも､これが どのような文

脈のうちに編み込まれているのかに目を向けることには､実践的にみてきわめて重大な意

義があるO 教育改善の組織的努力は､カリキュラムのありよう､教員集団と学生集団のあ

りよう､組織や制度のありようなどによって制約 されるとともに､逆に､それ らへ変革的

に働きかけるからであるOこのような具体的で全体的な理解なしに FD プロジェク トが組

まれると､それは､当事者たちの日常的実践の文脈からは疎隔された一過的なお祭 りとし

て､泡沫的なイベン トに終わる見込みが高い｡組織的改善の努力は､その日常的実践を組

み込む全体的文脈-の働きかけとの緊張のもとでのみ､有効な意味をもちうる｡その意味

では､FD の規定は､組織的教育改善の努力 とい う限定的な理解を相対化 して､この努力

が編み込まれている全体的文脈に向かわなければならないのである｡

ところで､｢FD とは何か｣ とい う問いは､幾つかのもっと細かな問いに分岐する｡たと

えば､この言葉は､どんな文脈で､どう語 られているのか｡これらの言語使用は､何を露

わにし､逆にそれによって何を隠蔽 しているのか｡あえて分析的に問 うなら､その際､

''Faculty'1という語は､どんな集団を言い当てようとしているかOこの場合､関連諸集団の

階層的関係､集団と個との関係などは､どう理解されているかOさらに､..Development''と

い う語の使用は､どんな能力の､どんな変化を露わにしようとし､同時にまた､それによ

って何を隠蔽しようとしているのかO

｢FDJなる語は､これらの問い-の応答の仕方によって､それぞれの仕方で規定される｡

概念の明確化が強く要請されるような場合には､これに応えないわけにはいかない｡ さら
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に､狭く縮こまった特殊な概念理解の拘束性が目にあまるような場合には､何 らかの概念

規定によって､この拘束を突破する必要がある｡ しかしこのいずれの場合にも､概念規定

の営みは､それが問われる特定の状況と文脈のうちにある｡ 状況性や文脈性を欠いた抽象

的一般的な概念規定は､誰にも語 りかけようのないものとして､たんなる空語である｡ 以

下の議論では､FD とい う概念をひとまずは ｢教育改善の組織的努力｣として狭義に規定

しておき､本稿での議論の進行によって､この議論の文脈において､FD そのものがじょ

じょに規定されることを期待 したい｡

7.3FD活動の現況とその課題一啓蒙活動型 FDと相互研修型 FDとのバランスー

たとえば､京都大学高等教育教授システム開発センターは､平成 6年の設立以来､大学

教育の教授法(do)･教育評価(see)･カリキュラム(plan)の3部門で､幾つかの共同研究を進

めてきた｡そして､この共同研究蓄積を前提 として､以下のような様々の FDプロジェク

トを展開してきている｡

①公開実験授業(注 2)

②KKJプロジェク ト(注 3)

③公開研究会

④大学教育改革フォーラム(注 4)

⑤京大授業参観プロジェク ト(注 5)

⑥京大各研究科 FDプロジェク ト-の協力(注 6)

⑦京大の自己点検 ･評価(注 7)

⑧京大の教育を考える全学シンポジウム(注 8)

⑨scs利用大学教員研修事業

⑲他大学 FD活動-の協力(注 9)

⑪研修機関-の事業協力(注 10)

本稿で議論 している工学部 FD事業は､このうちの⑥に含まれる｡センターの FDプロ

ジェク トは､その内容からして2つの種類に分かれるO すなわち､ トップダウンで組織さ

れる啓蒙活動型 FD(③､④､⑧など)とボ トムアップでネットワーキングされる相互研修型

FD(①､②､⑤､⑨など)であるOこの啓蒙活動型 と相互研修型の 2つの FD類型は､あと

で詳しく論ずるように､互いに織 り合わせ難い相反する特性をもっている (表 1参照)｡そ

して､この啓蒙活動と相互研修 との調停は､たんにセンターが直面している課題であるば

かりではなく､今 日の我が国の FDプロジェク トが直面しているもっとも重大な課題なの

である｡

このさまざまな FDプロジェク トを展開するに際して､私たちが一貫して強調 してきた

のは､<これらのプロジェク トはできるだけ ｢相互｣研修であるべきだ>とい うことであ

る｡大学における研究スタッフの大半は､教育の実践者でもある｡たとえ大学教育を研究

のフィール ドとする私たちのような実践的研究者であろうとも､このような研究者 と教育

者 との二重性を免れることはできない｡大学教育の実践的研究者にとっても､自分自身の

120



日常的実践は､たんに自分の理論の適用などであることはありえず､つねに賭の要素を免

れることはできない｡それぞれの日常的実践の編み込まれた状況性や文脈性が､つねに理

論の一般性を無効にしっづけるからであるOさらに､教育に向き合 う際の実践的研究者 と

他の同僚との間での違いは､たかだか教育実践についての反省の頻度が相対的多いとい う

程度のことであるにすぎないo Lたがって､彼が､他の同僚に対して､上から教え込むよ

うな啓蒙的なスタンスを取ることなど､けっしてできない｡大学教育においては､さらに

いえば FD においては､専門家 と素人とい う ｢啓蒙的｣な構図は､徹底的に馴染まないの

である｡

大学教員は､それぞれが教育責任を負 うそれぞれに固有の教育的な状況ないし文脈のう

ちに編み込まれている｡ 彼 らは､自分たちに固有の教育的な状況ない し文脈を､自分たち

自身で読み込み､読みかえるoFD 活動は､このような個別的な日常的教育活動を前提に

して､自律的な実践者 どうLが協働することでなければならない｡ ｢啓蒙活動｣ではなく､

｢相互研修｣であるO これが､FD に向か う私たちの基本的な考え方であるが､これは､

公開実験授業プロジェク トによってじょじょに確定されてきた｡このプロジェク トでは､

とかく ｢専門家｣とみなされがちなセンタースタッフの授業を､(｢モデル｣ではなく)｢た

たき台｣としているが､この公開実験授業の検討会は､典型的な ｢相互｣研修の場なので

あるO

しかし､公開実験授業での FD には､非効率性 とい う大きな欠陥がある｡相互研修は､

じっくりと深くなされるが､じっと待ってばかりでは､参加者はそんなに増えない｡ この

欠陥を越える方途には､さしあたって 2つが考えられる｡ 1つには､授業参観プロジェク

トのように､やる気のある側が(待つのではなく)こちらから出向いていくこと､2つには､

公開実験授業のようなボ トムアップ型 FD と､関係者を一網打尽にするような トップダウ

ン型 FD とを併用することである｡先の紹介で示 したように､私たちはこの2つをともに

試みてきてお り､両者の調停 とい う問題に直面しているのであるO ところで､この私たち

が直面している難問には､実のところ､我が国の FD の現況が､突出した仕方で示されて

いるものとみて良い｡

7.4 伝達講習/制度化型から相互研修/ 自己組織化型--FD第2期-の静行

近年の高等教育の危機に対応 して､我が国では急速に､FDの組織化が進められてきて

いる｡この組織化には幾つかの類型がある｡ まず､｢伝達講習｣型か､｢相互研修｣型かと

い う区分があり､次いで､ トップダウンによる ｢制度化｣型か､ボ トムアップによる ｢自

己組織化｣型かとい う区分がある｡)この2つの軸をクロスさせると､4つのFD組織化類

型がみいだされる (図 1参照)0

図 1では､FD プロジェク トの典型 としては4つの類型があることが示されている｡ こ

の4類型の間の相関は､一見したところ大きく異なる Ⅰ型 (伝達講習 ･制度化型)とⅢ型

(相互研修 ･自己組織化型)とに､端的に示される (表 1参照)｡
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図2 FD組織化の4類型
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表 1 FD組織化 Ⅰ型とⅢ型の比較

Ⅰ型 Ⅲ型

(伝達講習/制度化型) (相互研修/自己組織化型)

参加動機 他動的 自発的

達成効果 啓蒙 自己開発

浅く一過的 深く持続的

組織化方式 全体-の呼びかけ容易 組織化の偏り

マニュアル化 可能で容易 不可能か困難

プログラム化 均質で構成可能 予見も構成も困難

操作と効率 操作可能で効率的 操作困難で非効率

自己組織化

表 1にあるように､ Ⅰ型が､効率的なプログラムを設定し多くの人々を集めて広く浅く

啓蒙するのに適切であるのに対して､Ⅲ型は､少人数の仲間が相互研修を通じてじっくり

と深く自己開発をするのに適切であるO両者の特質は､相反するOしかし､一方で､啓蒙

122



活動型プログラムから出発 したプロジェク トが相互研修型プロジェク ト-と深められるの

は､現に全国のあちこちの大学でしばしば見られるところであり､さらに他方で､私たち

の公開実験授業でみられるように､Ⅲ型相互研修の仲間が､自分たちのフィール ドに帰っ

て Ⅰ型研修をくむこともしばしばある｡後者の場合､Ⅲ型から出発 して Ⅰ型プログラムを

組む仲間たちは､いずれこの企画をⅢ型にまで発展させることを念頭に置いている｡相反

するI型 とⅢ型は､互いの間を循環しつつ発展する力動的な相関のうちにあるD今回の工

学部 FDプロジェク トのユニークさは､この移行過程に位置づけてみることによってあき

らかなものとなる｡

7.5 工学部企画のユニークさとその将来

本稿のはじめに述べたように､工学部のこの企画には､幾つか意図がこめられている｡

今一度繰 り返すなら､まず第 1に､教育アンケー トの調査結果を､広く､自分の問題 とし

て､受け止めるための手だてとして､調査結果を前提にして教官側 と学生側の役割演技に

よってディベー トを実施するとい うことであるOさらに第 2に､一律に実施されたアンケ

ー ト結果を広く自分たちの問題 として受けとめさせるために関係者を組織的に動員するプ

ロジェク トであり､効果の点でも組織化の点でも､FD 企画の第 Ⅰ類型 と第Ⅲ類型の間を

狙っている｡この両方の意味で､今回の企画は､ Ⅰ型からⅢ型-の移行という今 日の教育

状況にまさに適合 しているO この点に､この企画のユニークさがあるO

この企画は十分に成功したのであろうか｡事後アンケー トを見る限 りでは､参加者の多

くは､この企画から教育実践を改善する何かのきっかけをえているようにみえる｡その意

味で､ひとまずこの段階でこの企画は有意義であったといえるであろうOしかし､これが

このままの形式で実施されることには､限界があるかもしれない｡

たとえば､事後アンケー トでは､多くの参加者が､教官による学生の役割演技ではなく､

学生自身の参加を提案 している｡ この企画本来の意図が､教育調査の教官による深い読み

という啓蒙におかれている以上､役割演技には､中途半端さや気恥ずかしさがつきまとう

にしても､それな りの意義がある｡ この学生役割を学生自身が行 うことになれば､アンケ

ー トの読み という啓蒙的な企画を超えた新たな企画が実施されることになるであろう｡こ

れは今回の企画の延長上に考えられるであろうか｡そうであるようにも､そ うでないよう

にも見えるD それ というのも､今回の企画の相互研修的/啓蒙的な特性は､未だ十分に力

を発揮していないようにも見えるし､一巡 してその力をすでに十分に発揮 したようにも見

えるからであるO 今後の企画は､この点に関する十分な自己評価を手がかりにしてなされ

るべきであろう｡

注

(1) 田中毎実 ｢定時公開実験授業<ライフサイクル と教育>(2)-<一般教育>とく相互研

修>に焦点づけて｣ (『京都大学高等教育教授システム開発センター紀要 京都大学
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高等教育研究』第 3号 1997年所収)を参照｡なお､大学教員懇談会については､大

学セミナー-ウス編 『続大学は変わる一大学教員懇談会 10年の記録』国際書院 1995

年を参照O以下の Mathisについては､Mathis,B.C.,.●Faculty DevelopmentH,inMitzel,H.E.,

(eds.)EncyclopediaofEducationalResearch.(5thed.)FreePress,1982.さらに関連して､放

送教育開発センター 『教授システム設計とプアカルテイ･デベロップメン ト』1983年

も 参 照 o southern Regional Education Board に つ い て は ､

Crow,M.I.,Milton,0.,Moomaw<W.E.,and O'Connel,W.R.Jr.(eds.),Faculty Development

CentersinSouthern Universities.Atlanta:Southem RegionalEducationBoard,1976を参照O

関については､関正夫 ｢大学教育改革の方法に関する研究-FacultyDevelopmentの観

点から-｣広島大学大学教育研究センター､1989年 を参照｡最後に､HKeyResourcesH

については､RobertJ.MengesandB.ClaudeMathis,KeyResourcesonTeaching,Leaming,

Curriculum ,andFacultyDevelopment,Jossey-BassPublishers1988 を参照O

(2) 毎年の実施報告については､京都大学高等教育教授システム開発センタ一編 『京都大

学高等教育叢書』の関連各号を参照｡包括的には､2冊の出版物､すなわち､京都大

学高等教育教授システム開発センタ一編 『開かれた大学授業をめざして』1997､『大

学授業のフィール ドワーク』2001玉川大学出版部 を参照｡

(3)KKJについては､田中毎実 ｢ラインの向こうとこちら一遠隔ゼミにおける学生集団 ･

教員集団の異文化性-｣(平成 13年度電気 ･情報関連学会連合大会講演予稿集/ 日本

学術会議シンポジウム ｢バーチャル ･ユニバーシティと教育改革｣講演Ⅱ)､京都大

学高等教育教授システム開発センタ一編 『京都大学高等教育叢書』第 7号 2000､京都

大学高等教育教授システム開発センタ一編 『京都大学高等教育研究』第 6号 2001B､

神藤貴昭･田口真奈 ｢授業枠のゆらぎー大学生における学生主導型授業構築の可能性｣

教育方法学研究,26､2000､田口真奈 ･村上正行 ･神藤貴昭 ･溝上慎一 ｢大学間合同

ゼミにおけるインターネットの役割｣教育工学雑誌,24､2000 などを参照されたいO

なお､私たちは現在､バーチャル ･ユニバーシティに関する総合的研究プロジェク ト

を進めているが､これは､ 3つの助成金によるものである｡つまり､科学研究費基盤

研究B｢バーチャルユニバーシティ構築の基礎付けに関する総合的研究｣(研究代表者

田中毎実/平成 13年度～ 15年度)､および､同特定領域研究(A)(1)｢高等教育にお

けるメディア教育 ･情報教育の高度化に関する研究｣ (研究分担者田中毎実)､そして､

松下視聴覚教育助成 (第 8回研究開発助成)｢メー リング ･リス トによる協働授業構

築 と教員の日常的相互研修-インターネッ トを用いた遠隔大学間合同ゼ ミ実践を通

して-｣ (助成対象者田中毎実)である｡

(4) 京都大学高等教育教授システム開発センター紀要『高等教育研究』1号-6号､1996-2001

を参照｡

(5) 京都大学高等教育教授システム開発センタ一編 『京大授業参観プロジェク ト/高等教

育叢書第 11号』2001を参照O

(6) たとえば､工学研究科の実施 した教育意識調査に関しては､京都大学工学部学習意欲

調査委員会 『一般教育における工学部学生の学習意欲の向上策に関する調査研究報告
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書』1998年 3月 を､FDプロジェク トについては､京都大学高等教育教授システム開

発センタ一編 『高等教育叢書』12号 2001 などを参照｡さらに､経済学研究科のFD

プロジェク トについては､京都大学大学院経済学研究科 ･経済学部 FD研究会 (代表 :

八木紀一郎)『経済学 ･経営学ファカルテイ ･ディヴエロツプメン ト(FD)研究報告書』
2000年 3月 を参照｡

(7)京都大学自己点検 ･評価委員会 『京都大学 自己点検 ･評価報告書Ⅱ 2000』2001年 3

月 を参照｡

(S) この全学シンポジウムの記録については､たとえば､全学シンポジウム実行委員会 『全

学シンポジウム 京都大学における教育評価 報告書』2001年 を参照O

(9) )私たちが参加 した FD事業については､当該校から総括的な報告書が出されるのが通

例である｡た とえば､鳥取大学教授方法調査研究会編 『わか りやすい講義をめざして』

2000年､山形大学教養教育改善充実特別事業報告書 『教養教育 授業改善の研究 と実

践』2001年 3月､大阪大学全学共通教育機構 ･教育法法研究委員会 『創造 と実践 No.1』

2001年 3月 などを参照｡

(10)たとえば､大学セ ミナー ･-ウスの研修事業について､大学セ ミナー ･ハウス 『平成

10年度 大学セ ミナー ･ハウス年報 1998-1999』1999年 10月 31日 など参照O
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